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「貨物自動車運送事業者に対し行政処分等を行うべき違反行為及び日車数等について」新旧

新 旧
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一部改正平成23年 3月31日
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貨物自動車運送事業者に対し行政処分等を行うべき違反行為及び 貨物自動車運送事業者に対し行政処分等を行うべき違反行為及び

日車数等について 日車数等について

「貨物自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１ 「貨物自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１

年９月２９日付け国自安第７３号、国自貨第７７号、国自整第６７号。以下 年９月２９日付け国自安第７３号、国自貨第７７号、国自整第６７号。以下

「局長通達」という。）に基づき、行政処分等を行うべき違反行為及び違反 「局長通達」という。）に基づき、行政処分等を行うべき違反行為及び違反



行為に係る日車数等を下記のとおり定めたので、今後、貨物自動車運送 行為に係る日車数等を下記のとおり定めたので、今後、貨物自動車運送

事業者に対して行政処分等を行う際は、本通達により適切に処理することと 事業者に対して行政処分等を行う際は、本通達により適切に処理することと

されたい。 されたい。

なお、「貨物自動車運送事業者に対し行政処分等を行うべき違反行為及び なお、「貨物自動車運送事業者に対し行政処分等を行うべき違反行為及び

日車数等について」（平成１６年６月３０日付け国自総第１２２号、国自貨 日車数等について」（平成１６年６月３０日付け国自総第１２２号、国自貨

第３１号、国自整第３９号。以下「平成１６年通達」という。）は、廃止す 第３１号、国自整第３９号。以下「平成１６年通達」という。）は、廃止す

る。 る。

記 記

１、2 (略) １、2 (略)

3 行政処分等を行う場合の違反行為ごとの日車数及び口頭注意、勧告又は 3 行政処分等を行う場合の違反行為ごとの日車数及び口頭注意、勧告又は

警告の区分（以下「日車数等」という。）は、別表に定める基準日車等を基 警告の区分（以下「日車数等」という。）は、別表に定める基準日車等を基

礎として決定する。 礎として決定する。

4～12 (略) 4～12 (略)

附 則 附 則

１ この通達は、平成２１年１０月１日から施行する。 １ この通達は、平成２１年１０月１日から施行する。

２ この通達の施行前の違反行為については、廃止前の平成１６年通達に ２ この通達の施行前の違反行為については、廃止前の平成１６年通達に

従って行政処分等を行うものとする。 従って行政処分等を行うものとする。

３ 平成２１年１２月３１日までに行った監査により確認された運転者に ３ 平成２１年１２月３１日までに行った監査により確認された運転者に

対する指導及び監督に係る記録の作成・保存に係る違反についての基準 対する指導及び監督に係る記録の作成・保存に係る違反についての基準

日車等の適用については、警告以上とされているものについても、警告 日車等の適用については、警告以上とされているものについても、警告

とする。 とする。

附 則（平成２１年１１月２０日 国自安第１０９号、国自貨第１１２

附 則（平成２１年１１月２０日 国自安第１０９号、国自貨第１１２ 号、国自整第８７号）

号、国自整第８７号） この通達は、平成２１年１２月１日から施行する。

この通達は、平成２１年１２月１日から施行する。

附 則（平成２２年１２月１５日 国自安第１０５号、国自貨第１０８号、



附 則（平成２２年１２月１５日 国自安第１０５号、国自貨第１０８号、 国自整第１００号）

国自整第１００号） この通達は、平成２３年４月１日から施行する。

この通達は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年３月３１日 国自安第１７７号、国自貨第１４９号、

国自整第１６１号）

この通達記３中の別表、違反行為欄中の適用条項欄中の貨物自動車運

送事業法第１７条第３項、貨物自動車運送事業輸送安全規則第７条第４

項の規定は、平成２３年５月１日から施行する。


